予算要求資料
平成30年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：畜産業費　目：畜産振興費
	事業名　家畜伝染病検査体制整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　農政部　畜産課　衛生防疫係　電話番号：058-272-1111（内2879）
　　　　　　　　　　　E-mail：c11437@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　2,837千円（前年度予算額：2,143千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,143
	1,071
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,072

	要求額
	2,837
	1,418
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,419

	決定額
	2,837
	1,418
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,419


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・中央家畜保健衛生所において、遺伝子検査、病理組織検査、細菌検査、ウイルス分離等家畜疾病に関する高度な病性鑑定を実施しているが、これら各種検査の試薬の調整等に超純水が不可欠である。現在使用している超純水製造蔵置は、平成18年度に購入後10年以上が経過し、現在頻繁に水漏れ等が発生して修理対応を行っている。現有機器の部品製造・販売が平成29年度で中止され、修理対応が不可能となる。今後故障時の対応が不可能となり、検査に支障をきたす恐れがある。
・病理組織検査を行う際、各臓器のホルマリン固定を実施したうえで、染色等の検査を進めていくが、迅速で良好な固定を行うためには、ホルマリンを適切に内部まで浸透させることが必要である。現在、本機器を保有していないことから、固定不良となり正確な診断が困難な場合がある。適切な固定を実施するため、また、特定化学物質であるホルマリンを安全に取り扱うための装置がある本機器を導入する必要がある。
・家畜保健衛生所では、家畜の疾病検査に必要不可欠な各種検査キット、培地、検体等を大型のプレハブ冷蔵庫にて保管している。現有機器は平成11年度に購入し、耐用年数が経過し万が一故障又は密閉性が劣化した場合、冷蔵庫内の温度上昇による検査試薬の劣化のおそれがあり正確な検査業務が行えなくなる。また、現有機器はフロンガスが冷却媒として使用されており、これを維持する場合は、別途代替フロンへの入替を要する。
（２）事業内容

  各家畜保健衛生所の病性鑑定において、各種疾病の正確かつ迅速な診断を実施することにより、適切な防疫対応に資する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　  国１／２　県１／２
（４）類似事業の有無
      無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	　2,837
	超純水製造蔵置、中型振とう機、プレハブ冷蔵庫

	合計
	2,837
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担
　　検査機器のランニングコスト及びメンテナンス費用

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　検査体制の整備により、迅速、正確な診断をし、防疫体制を維持する。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	超純水製造装置
	常時
（H26）
	常時
(H27)
	　 常時
 (H28)
	常時
（H30）
	

	中型振とう機
	０回
（H26）
	0回
（H27）
	0回
（H28）
	12回
（H30）
	

	プレハブ冷蔵庫
	常時
（H26）
	常時
(H27)
	常時
(H28)
	常時
（H30）
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

中央家畜保健衛生所に卓上多本架遠心機を導入した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　卓上多本架遠心機の設置により、病性鑑定機能の高度化及び迅速化を図ることができた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	家畜保健衛生所における家畜疾病診断に必要。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	家畜伝染病予防法施行規則の改正に伴う都道府県の家畜防疫体制の強化を図ることができた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	最新機器導入により、検査を正確かつ迅速に行うことが可能。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　家畜伝染病予防法施行規則の改正に伴い、都道府県における家畜防疫体制の強化が求められており、機器の更新や増設が必要となっている。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

健康な家畜づくり、安心安全な畜産物の提供を推進するため、検査体制の強化を図ることで、病性鑑定機能の向上に努める。
また、検査機器の整備更新については計画的に進める。



